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特 集 新しいITトレンドをビジネスに生かす

迫られる企業の再定義

　デジタルディスラプターと呼ばれるスター

トアップ企業たちが、国境を越え、想像を

はるかに超えるスピード感を持って市場に

参入し、既存業界および既存企業を脅かし

ている。その背景には、ビジネスの迅速な

立ち上げが可能なインキュベーター（ふ化

器）としての、Google社、Amazon.com社、

Microsoft 社といった米国の巨大プラット

フォーマーの存在がある。

　プラットフォーマーたちは、クラウド・ス

トレージはもちろん、アプリマーケットから

認証・課金・回収代行機能、業務系アプリ、

時にはファンド（資金）まで提供してくれ

る。しかも、エンドユーザーの手のひらには

すでにスマートフォンやタブレット端末があ

り、ユーザー同士がSNSでつながっている。

スタートアップ企業に必要なものは、クール

なアイデアと、誰にも負けない情熱だけだ。

　デジタルディスラプターに脅かされた業界

や企業は、強烈な危機感を持って自らのデジ

タルトランスフォーメーション（DX）に着

手している。その典型が自動車業界、銀行業

界、ホテル・旅館業界である。

　自動車業界では、「CASE」と表される4つ

の動向、すなわち Connected（コネクテッ

ド化）、Autonomous（自動運転化）、Shared

（シェアリング化）、Electric（電動化）が変

革を迫っている。ライバルは既存の自動車

メーカーではなく、Uber Technologies 社

などのライドシェア事業者や、Apple 社、

Google 社のような米国の “ネットジャイア

ント” である。所有から利用へとシフトする

時代に、自動車メーカーは、どのような価値

を提供する企業になるのかという大きな問い

に直面している。モビリティーをサービスと

して提供するMaaS（Mobility as a Service）

事業者へと自社を変革しなければ生き残れな

いという、トヨタ自動車の豊田章男社長の危

機感は、同社をソフトバンクとの提携へと駆

り立てた。

　銀行業界では、FinTech（ITを活用した新

しい金融関連サービス）の勃興が変革を迫っ

ている。QRコード決済のようなキャッシュ

レス化が急速に進行するなかで、平日15時

企業理念なくして「真のDX」なし
─デジタル人材への理念の浸透が重要─

デジタル技術の進展はますます加速し、デジタルディスラプター（創造的破
壊者）たちが既存企業に対する脅威となっている。企業は、何を捨てて何を
守るのかという判断を迫られ、それには企業理念の再定義が欠かせない。併
せて、デジタルネイティブをはじめとするデジタル人材が自社を変革できる
ように、その理念の浸透を図らなければならない。

野村総合研究所 コンサルティング事業本部付
パートナー

北
きた

　 俊
しゅんいち

一
専門は情報通信関連領域における新事業立ち上げ、競争戦略・マーケティング戦略の立案

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



072019.06 | 

に窓口が閉まるような銀行の支店や大量の

ATM（現金自動預払機）の存在意義が問わ

れている。新しい事業者の参入は、貸し付け

などの信用業務においても起きている。楽天

やリクルートの他、通信事業者のような他産

業の企業が、独自のスコアリングにより企業

や個人に資金を提供し始めており、銀行は、

銀行にしか提供できない価値は何かを問われ

ている。

　ホテル・旅館業界は、米国のAirbnb社を

はじめとする民泊事業のディスラプターが参

入したことで変革を迫られている。一見する

と、競合するのは比較的価格の低い施設のよ

うに思えるが、民泊は世界的な広がりを見せ

ており、これがホテル・旅館業の全体に影響

を及ぼすことは十分に考えられる。最上級の

“おもてなし” を提供する石川県和倉温泉の

加賀屋、リーズナブルな価格でありつつ快適

な睡眠にこだわるスーパーホテルやレム（阪

急阪神第一ホテルグループ）、ロボットによ

るオペレーションで徹底的にコストを削減す

るエイチ・アイ・エスの「変なホテル」など

の取り組みから見えてくるのは、自社にしか

提供できない価値は何か、どのような価値を

提供すれば選ばれ生き残れるかを、各社が試

行錯誤しながら徹底して追求しようとする姿

である。

　このような企業の再定義があらゆる局面で

進展しつつあり、企業の集合体である業界や

産業といった枠組みさえも融解し、再定義さ

れようとしている。企業の再定義とは、自社

の強みを鮮明にすることに他ならない。他社

にはない自社の強みを再発見・再認識し、そ

れを徹底的に磨き上げるのだ。自社が提供し

ているサービスやプロセスを機能に分解し、

競争力のある機能だけを残す。そして、外部

から調達した、より競争力のある機能と再結

合させ、新しいサービスやプロセスを構築す

る。それによって、他社にはまねのできない

独自の価値を提供する企業への変革が成し遂

げられる。

変革にはよりどころとなる
企業理念が不可欠

　企業の変革には、そのよりどころとなる企

業理念が欠かせない。自分たちは、誰に対し

てどのような価値を提供するために存在する

のか、何を最も大切にする会社なのかといっ

たことである。この理念にのっとり、何を守

り、何を捨てるのかを判断し、磨くべき事業

に経営資源を集中させ、それ以外の事業は縮

減させる。また社員を再教育し、企業内で再

配置する。このような大きな変革は多くの痛

みを伴う。そのため、理念が全社員で共有さ

れることが不可欠となる。これはDXにおい

てもまったく同じだ。

　DXは、それ自体が目的ではない。自社の

目指すべき姿を実現するための、1つの有効

な手段にすぎない。自社が守るべき価値がど

のようなものかによって、DXの内容はさま

ざまである。場合によっては、また部分的に

は、アナログにこだわるという選択肢もあり

得る。企業の変革にとって最も大切なのは理

念であり、データサイエンティストなど、デ

ジタル技術を駆使できる人材、すなわちデジ

タル人材をいくら集めても、自社のあるべき

姿を実現できるわけではない。
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　では、企業理念が実際にどのようなもの

か、いくつかの事例を紹介しよう。

　前述の加賀屋は「笑顔で気働き」をモッ

トー（企業理念）に掲げ、旅行新聞社主催の

「プロが選ぶ日本のホテル・旅館100選」の

「総合100選」において、2018年まで36年

連続で日本一に選ばれている。加賀屋は、客

の食べ物の好き嫌い、好みの酒の銘柄など

を、客室係が客との会話を通じてしっかりと

把握し、それを基に料理をカスタマイズす

る。その料理の配膳は、世界初の料理自動運

搬システムによる徹底した管理・自動化が行

われ、そのおかげで客室係は接客に集中でき

る。加賀屋の提供価値は、客室係との親密な

コミュニケーションであり、客の期待を超え

る客室係の “おもてなし” にある。その価値

を高めるために、客室係の接客を支える業務

は効率化・自動化・省力化の徹底が図られて

いる。

　全国に100カ所以上のビジネスホテルを

展開するスーパーホテルは、忙しく飛び回

るビジネスパーソンをメインターゲットと

して、「安全、清潔、ぐっすり眠れる」とい

う価値を徹底的に提供し続けている。市場

調査・コンサルティング企業のJ.D.パワー

による「ホテル宿泊客満足度調査」の「1泊

9,000円未満部門」において、スーパーホテ

ルは2014年～2018年の5年連続で第1位

となっている。外壁・隔壁の防音設計、個室

ごとの温度管理、低騒音型冷蔵庫、広いベッ

ド、低反発マットレス、自分の好みで選べる

枕など、安眠の追及への投資は惜しまない。

その一方で、業界でいち早くノーキーチェッ

クイン／アウトシステムを導入し、Web予

約システムと連係させたクラウドで顧客情報

を一元管理するなど、徹底的な効率化・省力

化を図っている。特に夜12時以降は全ホテ

ルのフロントが無人となり、通信でつながっ

た中央コントロールセンターのスタッフが集

中管理するようにして、人件費の大幅な削減

を実現している。その削減分が安眠という価

値の提供に再投資される。

　愛知県と岐阜県で22のauショップを運営

する光通信システムでは、50数名の外国人

が全従業員の約2割を占め、店舗スタッフと

して活躍している。国籍は中国、韓国、ブラ

ジル、フィリピン、ネパール、モンゴルなど

で、家族と離れて日本で働くことを選択した

スタッフたちは、日本人のスタッフに劣らず

“おもてなし” の心を持って接客し、客から

支持されている。実際に外国人スタッフに話

を聞いたところ、日本で働けることの喜び、

客に「ありがとう」と言ってもらえる仕事が

できることの喜びで目が輝いていた。そんな

外国人スタッフの多くが光通信システムの良

さとして挙げていたのが「公平な人事評価シ

ステム」である。スタッフの活動の全てが点

数化され、その点数が毎月公表される。点数

のつけ方は極めて公平で、誰もが納得できる

ものとなっている。上司に好かれているか嫌

われているかといった “日本的” な評価は徹

底排除されており、頑張れば頑張っただけ評

価される仕組みだ。母国を出て日本で働くこ

とを選択した外国人スタッフは、働くことに

一生懸命、お金を稼ぐことにハングリーだ。

公平な人事評価システムなくして、彼ら彼女

らの活躍はない。その頑張りは日本人スタッ

フをも刺激し、会社全体が活性化している。
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若い日本人スタッフも公平な評価を望んでい

たのだ。2019年秋からの、携帯電話の端末

と回線の完全分離に伴い、携帯電話ショップ

のビジネスは大きく変わる。これまでのよう

に、キャッシュバックなどによる端末代金の

大幅な値引きはできなくなり、ショップの差

別化要因は価格からサービスへとシフトす

る。そのサービスを担うのが店舗スタッフ

なのだから、携帯電話ショップのDXは、ス

タッフが生き生きと働ける環境をいかにつく

るかということになる。光通信システムの創

業時からのスローガン「接客でめざせ地域の

ナンバーワン！」がしっかりと全社員で共有

されている限り、同社の発展は続くだろう。

　栃木県のカメラ専売店サトーカメラは、カ

メラが搭載されたスマートフォンの普及に

よってカメラの販売数が減少するなかで、企

業理念である「想い出をキレイに一生残すた

めに」を社員に浸透させることで躍進を続け

ている。同社は、クレジットカード機能付き

のポイントカードを日本で最も早い時期か

ら導入し、10万人の会員を獲得していたが、

カード運営会社の事業撤退を機にポイント

カードを廃止することにした。ポイントカー

ドがあれば、レジでカードをスキャンするだ

けで客の名前は購買履歴とともに瞬時に表示

される。同社は、親密な接客のために客を名

前で呼ぶようにしていたが、ポイントカード

がなくなり、アソシエイト（同社のスタッフ

の名称）は顧客の顔と名前、購買履歴などを

自分で覚えなければならなくなった。しか

し、それが逆に客とのコミュニケーションを

活性化させた。名前が分からないときには尋

ねることになるからだ。今では、再来店する

ほとんどの客を名前で呼ぶことができるとい

う。客をポイントでつなぎ止めることができ

なくなったからこそ、アソシエイトは価格で

はなくサービスで客に応えようとする。商い

の基本は客とのコミュニケーションであり、

これをデジタルに頼らず、あえてアナログで

勝負することが奏功した実例だ。なお、同社

はまったくデジタル化をしていないというこ

とではなく、オンラインショップも運営し、

商品案内などの動画の配信も行っている。

「真のDX」の鍵はデジタル人材
への企業理念の浸透

　上記の4つの事例に共通するのは、企業理

念と照らし合わせて、自社の強みや大切にす

べき提供価値を見定め、それを徹底的に高め

るために、デジタル技術を駆使して業務を効

率化・自動化・省力化していることだ。この

ような「真のDX」は、デジタル技術を理解

し駆使できるデジタル人材がいれば実現でき

るものではない。一方で、物心ついた時から

身の回りにデジタル機器が存在していた、い

わゆるデジタルネイティブたちがすでに企業

の中核を担い始めているのも事実である。企

業のあるべき姿を実現するための手段である

「真のDX」を可能にするのは、このデジタル

ネイティブたちであることは間違いない。

　今、企業に求められることは、まずは、自

社は何のために存在するのか、世の中にどの

ような価値を提供するために存在するのかを

うたった企業理念を再確認・再確立し、それ

をデジタルネイティブをはじめとするデジタ

ル人材に浸透させることである。 ■
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